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産学官連携戦略展開事業採択の対象

特色ある優れた産学官連携活動の推進

分野
産学官連携により生み出された著作物等の利用の展開

事業目的
進行中の事業を知的財産面から支援を行なうことにより、成功事
例を作り、他大学等に広く情報を提供する

具体的な対象
トップエスイープロジェクト

教材等を活用した人材育成事業の推進

NetCommonsプロジェクト

学校ホームページ構築用ソフトのデファクト化
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本事業での着目点

研究段階での狙い

研究成果物
・公費により
ソフトウェア
等を開発

社会に広く
普及する
ため公開

契約多様化、数量増

使い方、問合せ、
実装支援等の要求

問題の発生

・研究者の対応負担増
（研究者のみでは対応困難）

・費用負担増
（公費負担では限度あり）

もし、放置すれば？

開発した研究成果は陳腐化開発した研究成果は陳腐化

当初目的を十分果たせない！

・費用捻出の仕組みづくりが必須
・そのためのルール作り

・契約方法

・研究開発担当者と知的財産担当
者等の連携が必須

知的財産の活用

どう解決するか？

本事業での着目点

アップデートの要求

利用者増加に伴う要求
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本事業の概要

研究成果としてソフトウェア、
コンテンツ等の著作物が多い

大規模活用

ソフトウェア種別に応じた経験
を成功事例として蓄積し、
活 用 モ デ ル を 構 築

オープンソース化

解決方法模索
（＊１）

他大学等への波及効果をめざす

普及支援活動

アップデート管理

維持管理体制が必須

知的財産部門による
支援活動

知的創造サイクルモデル知的創造サイクルモデル
構築へのアプローチ構築へのアプローチ

利用形態の多様化

本機構の特徴のひとつ

(*1)利用者のボランティア、受益者負担の団体構築等の体制への支援、

契約形態、ビジネスモデル等も含めて検討契約形態、ビジネスモデル等も含めて検討
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情報・システム研究機構における知的財産組織

機構長

知的財産本部 事務局

国立遺伝学研究所

知的財産室

（東京地区集約）
ＩＴ関連

(三島地区）

ライフサイエンス関連

国立情報学研究所国立極地研究所 統計数理研究所

知的財産室知的財産室 知的財産室

巡回、その他頻繁な接触が行える体制をとる

本事業の活動拠点

研究所知的財産委員会 研究所知的財産委員会 研究所知的財産委員会 研究所知的財産委員会
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知的財産組織の連携形態

知的財産室 事務組織

研究センター

研究系

企業等

他の大学共同
利用機関法人

官公庁

海外大学

国内大学

研究機関

知的財産本部 事務組織
連携

各研究所

サービス
支援

連携

窓口業務

事務

事務

･･･

機構長

所長

知的財産委員会

利益相反委員会

研究所知的財産委員会

研究所利益相反委員会

・先端ソフトウェア工学･国際
研究 センター

・社会共有知研究センター
・他

国立情報学研究所（ＮＩＩ）
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トップエスイープロジェクト
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NetCommonsプロジェクト



9

研究成果としての著作物関連の利用形態例

公的支援
公的機関

企業

大学

個人
ビジネスパートナー

技術
指導

支援ツール
販売

ネット
ビジネス

研
究
推
進

大学等

共
同
事
業
的
展
開

イベント
開催

セミナー
開催

外部法人

研究成果蓄積

会員
参加

連携

企業との共同研究

研究拠点

研究成果の普及

• 多様な契約形態
• ブランド戦略
• ビジネスモデルとしての視点

• 対外的視点
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事業展開構想

フェーズ１フェーズ１ フェーズ２フェーズ２ フェーズ３フェーズ３

ステップ１ステップ１ ステップ２ステップ２

整備事業
（体制整備）

•成功事例のモデル化
•他大学等への情報提供

重点化支援プロジェクトの成功事例蓄積 （自立展開）

20° 21° 22° 25°23° 24°

現状把握

事例集作成

国内外の事例蓄積・比較検討

他大学等への情報提供

知財担当者としての支援活動

成功事例のモデル化・プラットフォーム化

情
報
公
開


